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平成２１年８月 

外国弁護士制度研究会 



第１．はじめに第１．はじめに 

 

外国弁護士制度研究会（以下「当研究会」という。）は，外国法

事務弁護士※に関し，弁護士業務をとりまく内外の動向並びに我が

国及び諸外国における外国弁護士受入制度の動向について調査及

び研究を行った上，外国法事務弁護士事務所の法人化その他これ

に関連する事項について検討を行うことを目的として，平成２０

年５月２９日に法務省及び日本弁護士連合会により設置された研

究会である。 

 

※ 我が国においては，弁護士又は弁護士法人以外の者による法律事務

の取扱いを原則的に禁止する弁護士法第７２条の特例として，外国の

弁護士となる資格を有する者については，所定の要件を満たした場合

に，その資格を基礎として，新たな資格試験等を課することなく，「外

国法事務弁護士」の名称の下に一定の外国法に関する法律事務を取り

扱うことが許容されている。この外国弁護士受入制度は，外国弁護士

による法律事務の取扱いに関する特別措置法（以下「外弁法」とい

う。）により昭和６１年に導入された制度である。 

     本中間取りまとめにおいては，特に断りのない限り，「弁護士」とは

弁護士法による弁護士を，「弁護士法人」とは同法第３０条の２第１項

に規定する弁護士法人を，「外国法事務弁護士」とは，外弁法第２条第

３号に規定する外国法事務弁護士をそれぞれいうものとする。 

 

当研究会では，まず，①外国法事務弁護士が社員となり，外国

法に関する法律事務のみを取扱業務とする法人（外国法事務弁護

士事務所を法人化したもの。以下「Ａ法人」という。）制度の在り

方について検討を進め，次いで，②弁護士及び外国法事務弁護士

が社員となり，外国法及び日本法に関する法律事務を取扱業務と

する法人（外国法共同事業※ １を法人化したもの。以下「Ｂ法人」

という。）制度の在り方について検討を進めてきた。※２ 

 

   ※１ 外国法共同事業とは，外国法事務弁護士と弁護士又は弁護士法人

とが，組合契約その他の継続的な契約により，共同して行う事業で

あって，法律事務を行うことを目的とするものをいう（外弁法第２

条第１５号）。 

この外国法共同事業制度は，今般の司法制度改革の一環として平

成１５年に導入された制度である。この制度の導入により，外国法

事務弁護士が，弁護士又は弁護士法人との間で法律事務の範囲を限

定することなく自由に共同事業を行うことができるようになるとと

もに，共同事業に係る収益を両者間で自由に分配することができる

ようになった。 
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なお，この外国法共同事業制度の導入と併せて，外国法事務弁護

士が弁護士を雇用することもできるようになった。 

 

※２ 本中間取りまとめでは，便宜上，「Ａ法人」及び「Ｂ法人」の名称

を使用することとしたが，今後，制度の趣旨を踏まえた適切な名称

について検討を進める予定である。 

 

これらの法人制度の在り方に関する現時点までの検討結果は以

下に述べるとおりである。 

 

 

第２．Ａ法人制度について第２．Ａ法人制度について  

 

Ａ法人制度については，外国法事務弁護士の活動基盤をより安

定したものとし，それによって外国法事務弁護士の活動に対する

内外の期待に応える等の見地から，これを設ける必要性があると

のことで意見の一致を見た。 

もっとも，Ａ法人制度は，法律事務を取扱業務とする法人制度

である点で弁護士法第７２条の特例として位置付けられるもので

ある。同じく法律事務を取扱業務とする弁護士法人制度において

は，同条の趣旨を踏まえて法人業務の適正な遂行を確保するため

の種々の規制が設けられている。Ａ法人制度についても，こうし

た弁護士法人に係る規制の趣旨を踏まえつつ，規制の在り方を検

討する必要がある。 

また，外国法事務弁護士は，弁護士とは異なり，取り扱うこと

のできる法律事務の範囲が限定された資格者である。そのため，

依頼者を保護する観点から，外弁法において種々の規制が設けら

れている。外国法事務弁護士が社員となるＡ法人制度についても，

こうした個人の外国法事務弁護士に係る規制の趣旨を踏まえつつ，

規制の在り方を検討する必要がある。 

当研究会は，このような問題意識に基づいてＡ法人制度の在り

方を検討した結果，以下の措置が講ぜられた法人制度としてＡ法

人制度を導入すべきであるとの結論に至った。 

   

 

１．Ａ法人の業務範囲 

 

(1) Ａ法人は，個人の外国法事務弁護士の場合と同様に，①社員で

ある外国法事務弁護士の原資格国法※１及び指定法※２に関する法律

事務を取り扱うことができるものとするとともに，②それ以外の

外国法に関する法律事務についても，当該外国法に関する知識・
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能力が制度的に担保された一定の者（外弁法第５条の２第１項各

号に掲げる者。以下「当該外国法に係る有資格者」という。）の書

面による助言を受けてする場合に限り，これを取り扱うことがで

きるものとする。（注１） 

 

   ※１ 外国法事務弁護士となる資格の承認を受けた者がその承認の基礎

とな った外国 弁護士と なる資格 を取得し た外国を 原資格国 といい

（外弁法第２条第４号参照），原資格国において効力を有し，又は有

した法を原資格国法という（同条第５号参照）。 

 

   ※２ 指定法とは，原資格国法以外の外国法であって，外国法事務弁護

士となる資格の承認を受けた者が当該国の弁護士となる資格を有す

る者であること等を理由として外弁法第１６条第１項の規定による

指定を受けたものをいう（同法第２条第９号参照）。 

 

(2) Ａ法人は，外国法に関する法律事務のうち，例えば，国内の裁

判所における訴訟代理等，我が国の国益上又は公益上，外国法事

務弁護士のみが社員となるＡ法人に取り扱わせることが相当でな

いと認められる法律事務については，これを取り扱うことができ

ないものとする。（注２） 

 

(3) Ａ法人は，外国法に関する法律事務のうち，例えば，親族関係

に関する法律事件でその当事者として日本国民が含まれるものに

ついての代理等，外国法事務弁護士である社員のみによって遂行

させることが相当でないと認められる法律事務については，個人

の外国法事務弁護士の場合と同様に，弁護士と共同し，又は弁護

士の書面による助言を受けて行わなければならないものとする。
（注３） 

 

 

２．Ａ法人の業務執行権限等 

 

外国法事務弁護士である社員は，その原資格国法及び指定法に

関する法律事務の取扱いについて，Ａ法人の機関として，Ａ法人

の意思決定を行い，各自，内部的執行をし，及びＡ法人を代表す

ることができるものとする。 

これに加えて，外国法事務弁護士である社員は，その原資格国

法及び指定法以外の外国法に関する法律事務についても，Ａ法人

の機関として，当該外国法に係る有資格者の書面による助言を受

けてする場合に限り，Ａ法人の意思決定を行い，各自，内部的執

行をし，及びＡ法人を代表することができるものとする。 

  また，弁護士法人の場合と同様に，Ａ法人は特定の事件につい
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て業務を担当する社員を指定することができるものとした上，当

該指定がされた事件については，当該指定を受けた社員のみがＡ

法人の意思決定を行い，内部的執行をし，及びＡ法人を代表する

ものとする。（注４） 

 

３．Ａ法人の債権者に対する社員の責任 

 

Ａ法人の債権者に対する社員の責任については，弁護士法人の

場合と同様に，Ａ法人の財産をもってその債務を完済することが

できないとき等は，各社員は，Ａ法人の債権者に対して直接かつ

無限の連帯責任を負うものとする。 

なお，Ａ法人が特定の事件について業務を担当する社員を指定

し，依頼者に対しその旨を書面により通知した場合には，弁護士

法人の場合と同様に，当該指定がされた事件に関し依頼者に対し

て負担することとなったＡ法人の債務については，当該指定を受

けた社員のみが当該依頼者に対し直接かつ無限の連帯責任を負う

例外的措置を講ずるものとする。（注５） 

 

 

４．Ａ法人の事務所に対する規制 

 

(1) Ａ法人が複数の事務所を設置することを許容するものとした上，

各事務所については，弁護士法人の場合と同様に，当該事務所の

所在する地域の弁護士会の会員である社員（外国法事務弁護士）

の常駐を義務付けるものとする。（注６） 

 

(2) 弁護士法人の従たる法律事務所における社員の常駐義務につい

ては，当該法律事務所の所在する地域の弁護士会が常駐しないこ

とを許可したときにその義務を解除する例外的措置が講ぜられて

いる（弁護士法第３０条の１７ただし書）が，Ａ法人の従たる事

務所における社員の常駐義務については，そのような例外的措置

を講じないものとする。（注７） 

 

(3) Ａ法人の事務所においては，①当該事務所の常駐社員である外

国法事務弁護士の原資格国法及び指定法に関する法律事務を取り

扱うことができるものとするとともに，②それ以外の外国法に関

する法律事務についても，当該外国法に係る有資格者の書面によ

る助言を受けてする場合に限り，これを取り扱うことができるも

のとする。（注８） 

 

 

５．Ａ法人の業務遂行時の資格表示義務 
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外国法事務弁護士である社員がＡ法人の機関としてＡ法人の業

務を遂行するに当たっては，外国法事務弁護士が個人として業務

を遂行する場合と同様に，原資格国の国名を付して外国法事務弁

護士の名称を使用することを義務付ける等の規制を設けるものと

する。（注９） 

 

 

６．非弁提携の禁止 

  

  Ａ法人については，弁護士法人の場合と同様に，①弁護士法第

７２条等に違反する者から事件の周旋を受ける行為及び②弁護士

法第７２条等に違反する者に自己の名義を利用させる行為をそれ

ぞれ禁止し，その違反行為については刑事処分の対象とするもの

とする。（注 10） 

 

 

７．弁護士の雇用及び外国法共同事業 

 

(1) Ａ法人については，個人の外国法事務弁護士の場合と同様に，

①弁護士を雇用すること及び②弁護士又は弁護士法人との間で共

同事業を行うことをそれぞれ許容するものとする。（注 11） 

 

(2) もっとも，外国法事務弁護士である社員が雇用形態等を利用し

て，Ａ法人の使用人である弁護士又は共同事業の相手方である弁

護士若しくは弁護士法人を介して日本法に関する法律事務を取り

扱うおそれがある。 

このような弊害が発生することを未然に防止するため，①個人

の外国法事務弁護士が弁護士を雇用する場合及び②個人の外国法

事務弁護士が弁護士又は弁護士法人との間で共同事業を行う場合

と同様に，外国法事務弁護士である社員が，使用人である弁護士

が個人事件として受任した日本法に関する法律事務の取扱いにつ

いて不当な関与をすることを禁止する等の規制を設けるものとす

る。（注 12） 

 

 

第３．Ｂ法人制度について第３．Ｂ法人制度について  

 

弁護士と外国法事務弁護士が，より緊密な提携・協働関係を構

築して複雑多様化している法的需要に的確に対応することができ

るようにするため，現行の組合形態である外国法共同事業を行う
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ことに加えて，新たに，法人形態であるＢ法人を設立して業務を

遂行することができるようにする必要性があるとのことで意見の

一致を見た。（注 13） 

もっとも，Ｂ法人制度は，法律事務を取扱業務とする点で弁護

士法第７２条の特例として位置付けられるものであることから，

同条の趣旨を損なうことがないよう，Ｂ法人制度を導入する場合

に考えられる弊害・問題点を慎重に見極めつつ，その弊害・問題

点の防止・解消のための適切な方策を検討しなければならない。 

とりわけ，Ｂ法人が日本法に関する法律事務を取扱業務とする

点については，Ｂ法人の社員資格が日本法に関する法律事務の取

扱いが禁止された外国法事務弁護士にも付与されることから，外

国法事務弁護士である社員が，その地位を利用して，日本法に関

する法律事務の取扱いに直接的に関与し，又は社員若しくは使用

人である弁護士を介して間接的に不当に関与するおそれがあり，

このような弊害が発生することを防止するための方策について，

特に慎重に検討する必要がある。 

  この検討に当たっては，Ｂ法人制度が弁護士と外国法事務弁護

士との法人形態による提携・協働関係の構築を許容しようとする

ものであることにかんがみ，組合形態による外国法共同事業制度

と比較して上記の弊害の内容・程度が異なるのかどうかについて

十分に留意しなければならない。 

  当研究会は，このような問題意識に基づいてＢ法人制度の在り

方を検討した結果，以下の措置が講ぜられた法人制度としてＢ法

人制度を導入すべきであるとの結論に至った。※１※２（注 14） 

 

※１ 後記３．については少数意見があるが，その趣旨は，当該意見の

いう措置が講ぜられない限りＢ法人制度を導入すべきでないとする

ものである。 

 

※２ 当研究会では，上述のとおり，専ら，外国法事務弁護士も社員と

なるＢ法人が日本法に関する法律事務を取扱業務とすることに伴う

弊害を防止し，及び問題点を解消するための規制の基本的枠組みに

ついて検討を行ってきたところである。 

   Ｂ法人が外国法に関する法律事務を取扱業務とすることに伴う弊

害を防止し，及び問題点を解消するための規制の基本的枠組みにつ

いては，第２．で提案した措置がおおむね妥当するものと考えてい

る。 

   もっとも，Ｂ法人制度においては弁護士にも社員資格が付与され

ることから，そのこととの関係において，第２．の措置内容の一部

をどのように変更すべきであるかについて更に検討を進める必要が

ある。 
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１．Ｂ法人の日本法に関する法律事務の取扱いに係る業務執行権限等 

 

  Ｂ法人の日本法に関する法律事務の取扱いについては，弁護士

である社員のみが意思決定を行い，各自，内部的執行をし，及び

Ｂ法人を代表するものとする。（注 15） 

 

 

２．社員又は使用人である弁護士に対する不当関与の禁止に関する規制 

 

  Ｂ法人については，外国法事務弁護士である社員が，社員又は

使用人である弁護士を介して日本法に関する法律事務を取り扱う

おそれがある。 

このような弊害が発生することを未然に防止するため，①個人

の外国法事務弁護士が弁護士を雇用する場合及び②個人の外国法

事務弁護士が弁護士又は弁護士法人との間で外国法共同事業を行

う場合と同様に，Ｂ法人の日本法に関する法律事務について弁護

士である社員が行う意思決定，内部的執行及び代表行為に不当な

関与をすることを禁止する等の規制を設けるものとする。（注 16） 

 

 

３．社員のうちに弁護士である社員の占める割合 

 

Ｂ法人は弁護士である社員及び外国法事務弁護士である社員に

より構成されることとなるが，社員のうちに弁護士である社員の

占める割合については，法令により下限を設けないものとし，Ｂ

法人の自治にゆだねるものとすることで大方の意見の一致を見た。 

これに対して，少数意見ではあるが，法令により下限を設ける

べきであるとの意見も有力に主張された。（注 17） 

 

 

４．日本弁護士連合会等による実効的な監督を行うための方策 

 

  既に述べたとおり，Ｂ法人制度については，上記１．から３．

までの措置（ただし，３．の少数意見のいう措置を除く。）が講ぜ

られた法人制度としてこれを導入すべきであるとのことで大方の

意見の一致を見たところである。 

もっとも，これらの措置として具体的に設けられた種々の規制

が確実に遵守されてＢ法人の業務運営が適正に行われるようにす

るためには，日本弁護士連合会及び所属弁護士会において，Ｂ法

人を実効的に監督することのできる仕組みを構築することが不可

欠である。 
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こうした仕組みを構築するに当たっては，類似する外国法共同

事業に係る現行の監督の仕組みが有効に機能しているのかどうか

を十分に見定めた上で，検討しなければならない。 

当研究会は，このような問題意識に基づいて日本弁護士連合会

及び所属弁護士会によるＢ法人に対する監督の具体的在り方につ

いて検討した結果，次のような結論に至った。 

 

(1) Ｂ法人は，弁護士法人の場合と同様に，その成立の日から２週

間以内に，登記事項証明書及び定款の写しを添えて，その旨を日

本弁護士連合会及び所属弁護士会に届け出なければならないもの

とするとのことで大方の意見の一致を見た。（注 18） 

 

(2) 日本弁護士連合会及び所属弁護士会においては，Ｂ法人に対す

る指導・監督の実効性を確保するため，外国法共同事業の例を踏

まえて，その会則・会規等において，①日本弁護士連合会及び所

属弁護士会に対し，Ｂ法人及びＢ法人の社員（弁護士，外国法事

務弁護士）に対する調査権限を付与するとともに，②これらの者

に対し，当該調査への協力を義務付ける措置を講ずることが望ま

しいとのことで意見の一致を見た。（注 19） 

  

以上 
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（注１） 

 

個人の外国法事務弁護士は，原資格国法に関する法律事務を取り扱うこと

を職務とし（外弁法第３条第１項），その職務の範囲を超えて法律事務を取り

扱うことが原則的に禁止されている（同法第４条）。 

もっとも，それ以外の外国法に関する法律事務であっても，①指定法に関

する法律事務を取り扱うことができる（同法第５条第１項）とともに，②原

資格国法及び指定法以外の外国法に関する法律事務についても，当該外国法

に係る有資格者の書面による助言を受けてするときは，これを取り扱うこと

ができることとされている（同法第５条の２第１項）。 

なお，当該外国法に係る有資格者とは，①当該外国における外国弁護士

（外国法事務弁護士である者を除く。）であって外国弁護士となる資格を基礎

として当該外国法に関する法律事務を行う業務に従事している者（国内にお

いて雇用されて外国法に関する知識に基づいて労務の提供を行っている者を

除く。）及び②外国法事務弁護士であってその原資格国法又は指定法が当該外

国法である者をいう（同項各号）。 

  このような外国法事務弁護士の業務範囲の在り方を踏まえ，外国法事務弁

護士のみが社員となるＡ法人は，①社員の原資格国法及び指定法に関する法

律事務を取り扱うことができるものとするとともに，②それ以外の外国法に

関する法律事務についても，当該外国法に係る有資格者の書面による助言を

受けてする場合に限り，これを取り扱うことができるものとするものである。 

 

 

（注２） 

 

  個人の外国法事務弁護士は，原資格国法に関する法律事務であっても，我

が国の国益上又は公益上，外国法事務弁護士に取り扱わせることが相当でな

いと認められる法律事務については，これを取り扱うことができないことと

されている（外弁法第３条第１項ただし書）。 

  具体的には，原資格国法に関する法律事務であっても，①国内の裁判所，

検察庁その他の官公署における手続についての代理及びその手続についてこ

れらの機関に提出する文書の作成，②刑事に関する事件における弁護人とし

ての活動，少年の保護事件における付添人としての活動及び逃亡犯罪人引渡

審査請求事件における補佐，③原資格国法以外の法の解釈又は適用について

の鑑定その他の法的意見の表明，④外国の裁判所又は行政庁のために行う手

続上の文書の送達，⑤民事執行法第２２条第５号の公正証書の作成嘱託の代

理並びに⑥国内に所在する不動産に関する権利又は工業所有権，鉱業権その

他の国内の行政庁への登録により成立する権利若しくはこれらの権利に関す

る権利（以下「工業所有権等」という。）の得喪又は変更を主な目的とする法

律事件についての代理又は文書（鑑定書を除く。）の作成については，これを

取り扱うことができないこととされている（外弁法第３条第１項各号）。 

なお，指定法に関する法律事務並びに原資格国法及び指定法以外の外国法
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に関する法律事務についても同様の規制が設けられている（同法第５条第１

項ただし書及び第５条の２第１項ただし書）。 

  外国法事務弁護士のみが社員となるＡ法人について本措置が講ぜられない

場合には，取扱いが禁止される法律事務について，外国法事務弁護士がＡ法

人を設立して法人業務としてこれを取り扱うことが可能となり，上述の規制

の趣旨が没却されてしまうことから，本措置を講ずるものである。 

 

 

（注３） 

 

個人の外国法事務弁護士は，原資格国法に関する法律事務であっても，そ

の性質上，我が国の法令又は風俗慣習を熟知していない外国法事務弁護士の

みによって処理させることが相当でないと認められる法律事務については，

弁護士と共同し，又は弁護士の書面による助言を受けて行わなければならな

いこととされている（外弁法第３条第２項）。 

具体的には，①国内に所在する不動産に関する権利又は工業所有権等の得

喪又は変更を目的とする法律事件のうち，（注２）⑥の法律事件以外のものに

ついての代理及び文書（鑑定書を除く。）の作成，②親族関係に関する法律事

件で，その当事者として日本国民が含まれるものについての代理及び文書

（鑑定書を除く。）の作成，③国内に所在する財産で国内に居住する者が所有

するものに係る遺言若しくは死因贈与に関する法律事件又は国内に所在する

財産で死亡の時に国内に居住していた者が所有していたものについての遺産

の分割，遺産の管理その他の相続に関する法律事件で，その当事者として日

本国民が含まれるものについての代理及び文書（鑑定書を除く。）の作成につ

いては，弁護士と共同し，又は弁護士の書面による助言を受けて行わなけれ

ばならないこととされている（同項各号）。 

なお，指定法に関する法律事務並びに原資格国法及び指定法以外の外国法

に関する法律事務についても同様の規制が設けられている（同法第５条第２

項及び第５条の２第２項）。 

外国法事務弁護士のみが社員となるＡ法人について本措置が講ぜられない

場合には，弁護士との共同遂行等が必要とされる法律事務について，外国法

事務弁護士がＡ法人を設立して法人業務としてこれを無制約に取り扱うこと

が可能となり，上述の規制の趣旨が没却されてしまうことから，本措置を講

ずるものである。 

 

 

（注４） 

 

１．（注１）のとおり，外国法事務弁護士の業務範囲の在り方を踏まえ，外国法

事務弁護士のみが社員となるＡ法人の業務の適正な遂行を確保する観点から，

外国法事務弁護士である社員は，①その原資格国法及び指定法に関する法律

事務の取扱いについて，Ａ法人の機関として，Ａ法人の意思決定を行い，各
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自，内部的執行をし，及びＡ法人を代表することができるものとすることに

加えて，②その原資格国法及び指定法以外の外国法に関する法律事務につい

ても，Ａ法人の機関として，当該外国法に係る有資格者の書面による助言を

受けてする場合に限り，Ａ法人の意思決定を行い，各自，内部的執行をし，

及びＡ法人を代表することができるものとするものである。  

  例えば，Ａ法人に原資格国法をＰ国法とする社員ｐ及び原資格国法をＱ国

法とする社員ｑ（いずれも指定法はない。）が存する場合に，社員ｐは，①Ａ

法人のＰ国法に関する法律事務の取扱いについて，Ａ法人の意思決定を行い，

内部的執行をし，及びＡ法人を代表することができるとともに，②Ａ法人の

Ｑ国法に関する法律事務についても，またＲ国法に関する法律事務について

も，Ａ法人の機関として，Ｑ国法に係る有資格者の書面による助言又はＲ国

法に係る有資格者の書面による助言を受けてする場合に限り，Ａ法人の意思

決定を行い，内部的執行をし，及びＡ法人を代表することができる。  

  なお，弁護士法人においては，①その意思決定及び内部的執行については，

定款で別段の定めをすることを妨げないこととされ（弁護士法第３０条の１

２），また，②その代表については，定款又は総社員の同意により業務を執行

する社員中特に弁護士法人を代表すべき社員を定めることを妨げないことと

されている（同法第３０条の１３第２項）ことから，Ａ法人についても，弁

護士法人の場合と同様の措置を講ずることを想定している。  

 

２．当研究会における検討過程では，例えば，上記１．の設例において，Ａ法

人のＰ国法に関する法律事務の取扱いについては，原資格国法をＰ国法とす

る社員ｐが存在するのに，Ｑ国法を原資格国法とする社員ｑにまで当該法律

事務の取扱いに係る業務執行権限等を付与する必要性があるのかといった指

摘があったが，外国法事務弁護士の業務の本質が依頼者との間の強固な信頼

関係の存在にあることを踏まえると，このような信頼関係のある特定の社員

については，その原資格国法及び指定法がいずれの外国法であるかにかかわ

らず，業務執行権限等を付与する必要性がある旨の指摘がされたところであ

る。  

 

３．また，弁護士法人においては，個々の弁護士の専門的能力及び依頼者との

個人的信頼関係等を考慮して，特定の事件について業務を担当する社員を指

定することができることとされている（指定社員制度。弁護士法第３０条の

１４第１項）。当該指定がされた事件については，当該指定を受けた社員のみ

が弁護士法人の意思決定を行い，内部的執行をし，及び弁護士法人を代表す

ることとされている（同条第２項及び第３項）。  

  外国法事務弁護士のみが社員となるＡ法人についても，上述の趣旨が妥当

することから，弁護士法人の場合と同様の措置を講ずるものである。  

 

 

（注５） 
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弁護士法人の債権者に対する社員の責任については，依頼者その他の債権

者に対する賠償能力を強化してその信用の向上を図るため，①弁護士法人の

財産をもってその債務を完済することができないとき，又は②弁護士法人の

財産に対する強制執行がその効を奏しなかったときは，各社員は，弁護士法

人の債権者に対し直接かつ無限の連帯責任を負うこととされている（弁護士

法第３０条の１５第１項及び第２項）。  

もっとも，弁護士法人が特定の事件について業務を担当する社員を指定し，

依頼者に対しその旨を書面により通知した場合には，当該指定がされた事件

に関し依頼者に対して負担することとなった弁護士法人の債務については，

上記①又は②のときは，当該指定を受けた社員のみが当該依頼者に対し直接

かつ無限の連帯責任を負うこととする例外的措置が講ぜられている（同条第

４項及び第５項）。  

Ａ法人についても，これらの規定の趣旨が妥当することから，弁護士法人

の場合と同様の措置を講ずるものである。  

 

 

（注６） 

 

弁護士法人においては，複数の法律事務所を設置することが許容されてい

る（弁護士法第３０条の２１は，弁護士の義務等の規定を弁護士法人につい

て準用することを規定しているが，複数の法律事務所の設置を禁止する同法

第２０条第３項を準用していない。）。  

もっとも，各法律事務所の業務の適正な遂行を確保するため，社員である

弁護士の常駐が義務付けられているとともに，当該法律事務所の所在する地

域の弁護士会による指導・監督の実効性を確保するため，常駐すべき社員が

当該弁護士会の会員でなければならないこととされている（同法第３０条の

１７本文）。  

Ａ法人においても，上述の趣旨が妥当することから，複数の事務所を設置

することを許容するものとした上，弁護士法人の場合と同様の措置を講ずる

ものである。  

 

 

（注７） 

 

１．弁護士法人においては，公益的活動の一環として，いわゆる弁護士過疎地

域に社員が常駐しない従たる法律事務所を設ける必要性が特に認められるこ

とから，当該法律事務所の所在する地域の弁護士会の許可により社員の常駐

義務を解除する例外的措置が講ぜられている（弁護士法第３０条の１７ただ

し書）。  

  (2)の考え方は，いわゆる弁護士過疎地域における法律事務の需要のほとん

どが日本法に関する法律事務であると考えられるため，外国法に関する法律

事務のみを取扱業務とするＡ法人についてまで，社員の常駐しない従たる事
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務所を設ける必要性が認められないし，また，現時点においては，他に例外

的措置を講ずべき合理的理由が見当たらないことから，原則どおり，従たる

事務所における業務の適正な遂行を確保する要請を維持するものである。  

 

２．当研究会では，Ａ法人の従たる事務所における社員の非常駐許可制度を設

けることの是非について，現時点においては (2)の考え方を採用するが，外国

法事務弁護士事務所が東京に一極集中している現状や地方における外国法に

関する法律事務に対する需要の動向等を十分に見極めつつ，将来の課題とし

て引き続き検討すべきであるとすることで意見の一致を見た。  

なお，Ａ法人の従たる事務所について社員の非常駐許可制度を設ける場合

には，常駐義務を解除するための要件，当該要件の判断権者等の在り方につ

いて更に検討を進める必要がある。  

 

 

（注８） 

 

  Ａ法人の従たる事務所についても，「２．Ａ法人の業務執行権限等」と同様

の趣旨で本措置を講ずるものである。  

  例えば，Ａ法人にＰ国法を原資格国法とする社員ｐ及びＱ国法を原資格国

法とする社員ｑ（いずれも指定法はない。）が存し，Ａ法人の東京事務所の常

駐社員がｐ，大阪事務所の常駐社員がｑである場合において，Ａ法人の大阪

事務所がＰ国法に関する法律事務を取り扱うときは，当該事務所の常駐社員

ｑは，Ａ法人の機関として，Ｐ国法に係る有資格者の書面による助言を受け

てする場合に限り，これを取り扱うことができることとなる。  

 

 

（注９） 

 

外国法事務弁護士は，（注１）のとおり，取り扱うことのできる法律事務の

範囲が限定されていることから，依頼者において外国法事務弁護士の権限内

容を誤解し，不測の損害を被ることを未然に防止するため，外国法事務弁護

士は，①その業務を行うに際しては，原資格国の国名を付加して外国法事務

弁護士の名称を使用することが義務付けられている（外弁法第４４条）とと

もに，②その事務所内の公衆の見やすい場所に原資格国法及び指定法を表示

する標識を掲示することが義務付けられている（同法第４６条）。  

Ａ法人についても，取り扱うことのできる法律事務の範囲が限定された外

国法事務弁護士が社員となる特質を踏まえて，取扱業務に係る種々の規制を

講ずるものとしたところであり，依頼者が不測の損害を被ることを未然に防

止する必要性があることに変わりがないことから，外国法事務弁護士が個人

として業務遂行する場合と同様の措置を講ずるものである。  
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（注 10） 

 

弁護士については，弁護士法第７２条等に違反する行為を直接的に又は間

接的に助長する行為を禁圧するため，①弁護士法第７２条等に違反する者か

ら事件の周旋を受ける行為及び②弁護士法第７２条等に違反する者に自己の

名義を利用させる行為がそれぞれ禁止され（同法第２７条），その違反行為は

刑事処分の対象とされている（同法第７７条第１号）。外国法事務弁護士につ

いても，同様の規制が設けられている（外弁法第６６条及び第５０条並びに

弁護士法第２７条）。  

また，弁護士法人についても，同様の趣旨から，その社員又は使用人であ

る弁護士がその弁護士法人の業務に関し，上記①又は②の禁止に違反したと

きは，刑事処分の対象とされている（同法第７８条第１項第２号，第３０条

の２１及び第２７条）。  

Ａ法人についても，このような行為を禁圧する必要性があることに変わり

がないことから，弁護士法人の場合と同様の措置を講ずるものである。  

 

 

（注 11） 

 

個人の外国法事務弁護士については，弁護士との間で緊密な提携・協働関

係を構築して複雑多様化している法的需要に的確に対応することができるよ

うにするため，今般の司法制度改革の一環として，平成１５年の外弁法改正

により，①弁護士を雇用すること及び②弁護士又は弁護士法人との間で法律

事務の範囲を限定することなく自由に共同事業を行うことがそれぞれ許容さ

れることとなった。 

  外国法事務弁護士のみが社員となるＡ法人についても，このような提携・

協働関係を構築する必要性があることに変わりがないことから，(2)の措置を

講ずるものとした上で，Ａ法人が，①弁護士を雇用すること及び②弁護士又

は弁護士法人との間で共同事業を行うことをそれぞれ許容するものである。 

 

 

（注 12） 

 

個人の外国法事務弁護士については，被用者である弁護士又は共同事業の

相手方である弁護士若しくは弁護士法人を介して，その権限外の法律事務，

とりわけ日本法に関する法律事務を取り扱うおそれがあることから，これを

未然に防止するため，外弁法において種々の規制が設けられている。 

まず，外国法事務弁護士が弁護士を雇用する場合については，当該外国法

事務弁護士が，①その権限外の法律事務の取扱いについて，被用者である弁

護士に対し，雇用関係に基づく業務上の命令をすること及び②被用者である

弁護士が自ら行う法律事務であって当該外国法事務弁護士の権限外の法律事

務に当たるものの取扱いについて不当な関与をすることがそれぞれ禁止され
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ている（外弁法第４９条第１項及び第３項）。また，上記①に関連して，上記

①の禁止に違反してされた命令を受けて当該外国法事務弁護士が権限外の法

律事務を行うことに関与した弁護士は，これが雇用関係に基づく業務上の命

令に従ったものであることを理由として，懲戒その他の責任を免れない旨の

確認規定が設けられている（同条第２項）。 

次に，外国法事務弁護士が弁護士又は弁護士法人との間で外国法共同事業

を行う場合については，当該外国法事務弁護士が，当該外国法共同事業に係

る弁護士又は弁護士法人が自ら行う法律事務であって当該外国法事務弁護士

の権限外の法律事務に当たるものの取扱いについて，不当な関与をすること

が禁止されている（同法第４９条の２）。 

外国法事務弁護士のみが社員となるＡ法人が①弁護士を雇用する場合及び

②弁護士又は弁護士法人との間で共同事業を行う場合においては，外国法事

務弁護士である社員が雇用形態等を利用して日本法に関する法律事務を取り

扱うおそれがある。 

もっとも，その弊害の程度は，個人の外国法事務弁護士が①弁護士を雇用

する場合及び②弁護士又は弁護士法人との間で共同事業を行う場合と比較し

て，類型的に高いとは考え難く，弊害を防止するための規制手段に差異を設

ける合理的理由はないことから，Ａ法人についても，個人の外国法事務弁護

士の場合と同様の措置を講ずるものである。 

 

 

（注 13） 

 

  当研究会では，Ｂ法人制度の導入の要否について，必要性があるとのこと

で意見の一致を見たところである。  

なお，当研究会における検討過程では，質の高い法律サービスを提供する

ためには，提供者側の自由な競争を確保することが不可欠であり，そのため

の制度的基盤として提供者側に多様な選択肢を用意する必要があるから，外

国法共同事業のほかに，弁護士及び外国法事務弁護士が共同して法人を設立

して業務を遂行することができるようにする必要性がある旨の指摘がされた。

また，平成１３年６月１２日付け司法制度改革審議会意見書においては，「弁

護士が，国際化時代の法的需要に十分対応するため，専門性の向上，執務態

勢の強化，国際交流の推進，法曹養成段階における国際化の要請への配慮等

により，国際化への対応を抜本的に強化すべきである。」とされているところ

であり，当該意見書の趣旨を踏まえてＢ法人制度を積極的に意義付けていく

べきであるし，特に，既存の弁護士法人がＢ法人制度を活用し，優秀な外国

法事務弁護士を社員として迎え入れて執務態勢の強化を図ることは大変望ま

しいことであるとの指摘もされた。他方，Ｂ法人制度の利用者は一部の者に

限られているのではないかといった指摘もされた。  

 

 

（注 14） 
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  当研究会における検討過程では，他の専門職法人制度との関係についても

議論が及んだ。 

現行法では，弁護士のほか，司法書士等の隣接法律専門職種や公認会計士

といった専門職についても法人制度が設けられているが，これらの専門職法

人制度においては，一般的に，社員資格がその専門職に限定されている。異

なる専門職が共に社員となるＢ法人制度の在り方を検討するに当たっては，

こうした専門職法人制度の在り方との関係についても留意する必要がある。 

  弁護士とそれ以外の専門職との提携・協働関係の在り方については，専門

職ごとに問題状況が異なっていることから，外国法事務弁護士との提携・協

働関係の在り方についての議論は，外国法事務弁護士以外の専門職との提

携・協働関係の在り方について直ちに影響を与えるものではない。 

当研究会は，このような基本的認識に立った上，①渉外的法律関係の一層

の安定を図るためには，外国法事務弁護士との提携・協働関係を構築する必

要性が特に高く，そのため，収益の分配を前提とする外国法共同事業のほか，

相互の雇用が許容されるなど，制度的基盤の整備が進められていること，②

外国法事務弁護士は，資格取得国における資格法制上の根拠に基づく弁護士

に相当する専門職であって，弁護士と同質性のある専門職であること，③そ

のため，外国法事務弁護士は，弁護士の場合と同様に，日本弁護士連合会及

び所属弁護士会の会員として，その指導・監督に服する専門職であること等

から，弁護士と外国法事務弁護士とが，法人形態により提携・協働関係を構

築することを許容して差し支えないとのことで意見の一致を見た。 

 

 

（注 15） 

 

１．Ｂ法人の社員資格が付与される外国法事務弁護士については，（注１）のと

おり，取り扱うことのできる法律事務の範囲が限定されている。特に，日本

法に関する法律事務については，その知識・能力が制度的に担保されていな

いことから，その取扱いが一切禁止されている（外弁法第４条）。  

そこで，Ｂ法人の日本法に関する法律事務の取扱いについては，その適正

な遂行を確保する観点から，弁護士である社員のみが意思決定を行い，各自，

内部的執行をし，及びＢ法人を代表するものとするものである。  

  なお，他の専門職法人制度においても類似する措置が講ぜられている例が

ある。例えば，司法書士法人においては，定款で定めるところにより簡裁訴

訟代理等関係業務（司法書士法第３条第２項に規定する簡裁訴訟代理等関係

業務をいう。）を取扱業務とすることができる（同法第２９条第１項第２号）

が，当該業務については，いわゆる認定司法書士（同法第３条第２項に規定

する司法書士をいう。）である社員のみが意思決定を行い，各自，内部的執行

をし，及び司法書士法人を代表することとされている（同法第３６条第２項

及び第３７条第２項）。  
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２．なお，本措置を講ずることにより，外国法事務弁護士である社員が，Ｂ法

人による日本法に関する法律事務の取扱いについて，その意思決定を行い，

内部的執行をし，又は法人を代表したときは，刑事処分（外弁法第６３条）

又は懲戒（同法第５１条第１項）の対象となる。  

 

 

（注 16） 

 

個人の外国法事務弁護士が①弁護士を雇用する場合及び②弁護士又は弁護

士法人との間で外国法共同事業を行う場合については，（注１２）のとおりの

措置が講ぜられているところである。  

Ｂ法人においては，外国法事務弁護士である社員が，Ｂ法人の日本法に関

する法律事務の取扱いに係る意思決定を行い，内部的執行をし，又はＢ法人

を代表しないまでも，①Ｂ法人の日本法に関する法律事務の取扱いに係る業

務遂行過程に不当に関与するおそれがあるとともに，②社員又は使用人であ

る弁護士が個人事件として受任した日本法に関する法律事務の取扱いについ

て不当に関与するおそれがある。  

そこで，このような弊害が発生することを防止するため，Ｂ法人について

も，個人の外国法事務弁護士の場合と同様の措置を講ずるものである。  

 

 

（注 17） 

 

１．組合形態である外国法共同事業については，組合員のうちに弁護士である

組合員の占める割合について下限が設けられておらず，組合員の構成比率を

どのようなものとするかについては，組合員である弁護士及び外国法事務弁

護士の自治にゆだねられている。  

  本項は，法人形態であるＢ法人について，外国法共同事業の場合と同様の

措置（「１．Ｂ法人の日本法に関する法律事務の取扱いに係る業務執行権限

等」及び「２．社員又は使用人である弁護士に対する不当関与の禁止に関す

る規制」）を講ずることに加えて，更に，少数意見のいう措置を追加的に講ず

ることの是非を検討するものである。  

 

２．多数意見は，外国法事務弁護士である社員が，その地位を利用して，日本

法に関する法律事務の取扱いに直接的に関与し，又は間接的に不当に関与す

るおそれがあるとしても，その弊害の程度は，外国法共同事業の場合と比較

して規制に差異を設けるほど高いとまでは認められないとの認識に立った上，

外国法共同事業の場合と同様の措置（「１．Ｂ法人の日本法に関する法律事務

の取扱いに係る業務執行権限等」及び「２．社員又は使用人である弁護士に

対する不当関与の禁止に関する規制」）を講ずることで必要にして十分であり，

少数意見のいう措置を追加的に講ずることまでは不要であるとするものであ

る。   
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その主たる理由は次のとおりである。  

① 本項で問題とされるべきは，委任事務の処理として行われる個々具体的

な法律事務の遂行過程が組合形態であるか法人形態であるかによって異な

り，その結果，実態としての弊害の現れ方も異なることとなるのかどうか

である。  

しかるところ，組合形態であるか法人形態であるかについては，依頼者

との契約に基づく委任事務の遂行主体が法的に組合員個人と整理されるの

か法人と整理されるのかの違いに過ぎない。実態としては，個々具体的な

法律事務については，組合形態であれ法人形態であれ，担当弁護士（外国

法共同事業の場合は業務執行組合員，Ｂ法人の場合は業務執行社員）を中

心として組織的に遂行されることに変わりはなく，したがって，このよう

な法律事務の遂行過程に外国法事務弁護士である社員が関与する方法・態

様も，外国法共同事業の場合と実質的に異なるところはない。  

そうであれば，法人形態であるＢ法人の場合と組合形態である外国法共

同事業の場合とで，弊害の内容・程度に実質的な差異はないといって差し

支えなく，弊害の発生を未然に防止するために講ずべき措置についても殊

更に差異を設ける必要はない。法人形態であるＢ法人の場合についてのみ，

少数意見のいう措置を講ずることは不合理である。  

② 少数意見は，どのような弊害が発生することを想定しているのか具体的

に明らかでない。また，少数意見のいう措置を講ずることによって，少数

意見の想定する弊害の発生を防止することができるのか，規制の必要性と

規制手段との間の関連性も明らかにされていない。  

そもそも，少数意見のいう措置を講ずることを正当化するためには，社

員のうちに外国法事務弁護士である社員の占める割合が弁護士である社員

のそれよりも多い場合には，そうでない場合と比較して，㋐Ｂ法人による

日本法に関する法律事務の取扱いについて，何らの権限もない外国法事務

弁護士である社員が，弁護士である社員によるＢ法人の意思決定，内部的

執行若しくは代表行為に不当に関与するおそれが一層高まり，又は不当な

影響を及ぼすおそれが一層高まるということ，㋑更に言えば，このような

弊害が生じるおそれが，類似する外国法共同事業の場合と比較して，一層

高まるということがそれぞれ明らかにされなければならないが，この点も

明らかとされていない。  

また，これらの点を明らかにしないまま少数意見のいう措置を講ずると

きには，弁護士のみを不当に優遇するかのような誤解が生じることも懸念

される。  

 ③  仮に少数意見のいう措置を講ずるものとすると，規制の効果が法人業務

全般に及ぶこととなるため，過剰規制となるおそれがある。かえって，優

秀な外国法事務弁護士をＢ法人の社員として確保することが困難になりは

しないかといったことも懸念される。  

④ Ｂ法人制度において弁護士及び外国法事務弁護士に社員資格を付与する

趣旨・目的は，監査法人制度において無資格者に社員資格を付与する趣

旨・目的とは異なっているから，社員のうちに公認会計士である社員の占
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める割合に下限を設けている監査法人制度（公認会計士法第３４条の４第

３項及び公認会計士法施行規則第１９条）を参考にする合理的理由がない。  

⑤ 少数意見が指摘する弁護士のアイデンティティを保持し得なくなるとの

懸念については，我が国の弁護士制度及び外国弁護士受入制度の施行実績

にかんがみると，杞憂に過ぎず，むしろ自由な競争を確保することにより

業務の質の向上を図るべきである。また，弁護士業務に関する国際的な議

論においても，弁護士の独立性を確保することの重要性が共通認識として

醸成されつつある。  

 

３．少数意見が理由として述べるところは次のとおりである。  

① Ｂ法人の社員の大多数が外国法事務弁護士である場合には，「１．Ｂ法人

の日本法に関する法律事務の取扱いに係る業務執行権限等」及び「２．社

員又は使用人である弁護士に対する不当関与の禁止に関する規制」の各措

置を講ずるとしても，Ｂ法人による日本法に関する法律事務の取扱いに係

る意思決定，内部的執行及び代表行為について，なお外国法事務弁護士で

ある社員が不当に関与するおそれがあり，又は少なくとも間接的に不当な

影響を及ぼすおそれがある。  

また，外国法事務弁護士である社員が外国ローファームに所属する場合

には，当該外国ローファームが法人業務を実質的に運営することになり，

Ｂ法人の独立性が確保できなくなるおそれがある。特に，外国ローファー

ムが我が国の法律事務所の規模をはるかに超える大規模なローファームで

あることが多く，人的基盤，財務的基盤において格段の差があることが多

い点等を踏まえると，尚更このような弊害が発生するおそれが高まる。  

② 組合員個人が法律事務を行う組合形態の外国法共同事業と異なり，Ｂ法

人においては法人自体が法律事務を行うのであるから，日本法に関する法

律事務の取扱いを含めた法人のあらゆる業務について，その意思決定及び

執行に何らかの形で外国法事務弁護士である社員が関与し，少なくとも関

与する機会を持つことになる。したがって，Ｂ法人における意思決定及び

執行の在り方は，組合形態の外国法共同事業とは質的に異なるのであって，

組合形態の外国法共同事業とは異なった規制を行って弊害を防止すること

にも合理性がある（依頼者から見た場合，法人としての法律事務提供と組

合である外国法共同事業としての法律事務提供との間に差異がないように

見えることはあるが，それは実態の問題としてそのようなことがあるとい

うに過ぎず，上記議論に影響を与えるものではない。）。  

③ 資格の異なる者に法人の社員資格を認める場合に，社員割合をどのよう

に規制するかという観点からは，監査法人制度の例は一つの参考例となる。  

④ 弁護士制度は各国の歴史的・文化的背景を反映して様々であり，各国の

弁護士が拠って立つ思想観，価値観も様々であるから，Ｂ法人の社員の大

多数を外国法事務弁護士が占める場合には，Ｂ法人における弁護士のアイ

デンティティを保持し得なくなるのでないかといった懸念がある。  

 

４．なお，少数意見による場合は，社員のうちに弁護士である社員の占める割
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合をどの程度にするかについて更に検討を進める必要がある。  

 

 

（注 18） 

 

１．弁護士法人においては，設立要件として社員となろうとする弁護士による

定款の作成が義務付けられている（弁護士法第３０条の８第１項）とともに，

弁護士法人の成立（主たる事務所の所在地における設立登記の時（同法第３

０条の９））の日から２週間以内に登記事項証明書及び定款の写しを添えて，

その旨を所属弁護士会及び日本弁護士連合会に届け出なければならないこと

とされている（同法第３０条の１０）。  

この定款については，必要的記載事項として掲げられた①目的，②名称，

③法律事務所の所在地，④所属弁護士会，⑤社員の氏名，住所及び所属弁護

士会，⑥社員の出資に関する事項並びに⑦業務の執行に関する事項が記載さ

れる（同法第３０条の８第３項）ほか，相対的記載事項（例えば，業務執行

権限の限定（同法第３０条の１２），代表社員の定め（同法第３０条の１３第

２項）等がある。）及び任意的記載事項（例えば，社員総会その他の意思決定

機関を設けること等がある。）として弁護士法人の運営に係る事項が記載され

ることも想定されている。  

  また，個人の外国法事務弁護士においても，①弁護士を雇用する場合又は

②弁護士若しくは弁護士法人との間で外国法共同事業を行う場合には，あら

かじめ，所定の事項を日本弁護士連合会に届け出なければならないこととさ

れている（外弁法第４９条の３第１項）。  

この届出事項については，同項において，①雇用に係る弁護士の氏名及び

事務所，②外国法共同事業に係る弁護士又は弁護士法人の氏名又は名称及び

事務所並びに当該外国法共同事業において行う法律事務の範囲並びに③日本

弁護士連合会の会則で定める事項とされている。  

この日本弁護士会連合会の会則で定める事項については，日本弁護士連合

会会則第２８条の２の規定に基づき，①外国法事務弁護士による弁護士又は

外国法事務弁護士の雇用に関する規程及び②外国法共同事業に関する規程に

おいてそれぞれ定められている。  

まず，前者は，届出事項として，㋐雇用される弁護士又は外国法事務弁護

士の氏名及び登録番号，㋑雇用契約に期間の定めのあるときはその期間，㋒

雇用する外国法事務弁護士の取り扱う法律事務の範囲並びに㋓雇用される弁

護士又は外国法事務弁護士の取り扱う法律事務の範囲が定められている（外

国法事務弁護士による弁護士又は外国法事務弁護士の雇用に関する規程第７

条第１項）。  

次に，後者は，弁護士との間で外国法共同事業を行う場合については，届

出事項として，㋐外国法共同事業に係る弁護士の氏名及び事務所，㋑外国法

共同事業に係る外国法事務弁護士の氏名並びに事務所の名称及び所在の場所，

㋒外国法共同事業に係る法律事務の範囲，㋓外国法共同事業に係る弁護士又

は外国法事務弁護士が雇用する弁護士又は外国法事務弁護士の氏名及び登録
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番号並びに㋔外国法共同事業に関する契約事項のうち，それぞれの出資又は

出資に準ずるもの，外国法共同事業の運営に関する事項の決定方法並びに契

約終了の原因及び終了に伴う権利義務の内容が定められている（外国法共同

事業に関する規程第１０条第１項。なお，届出義務の主体は，外国法共同事

業に係る弁護士及び外国法事務弁護士とされている。）。また，弁護士法人と

の間で外国法共同事業を行う場合については，届出事項として，上記㋑から

㋔までの事項に加えて，㋕外国法共同事業に係る弁護士法人の名称並びに主

たる事務所又は従たる事務所の名称及び所在地並びに㋖外国法共同事業に係

る弁護士法人の社員の氏名及び登録番号並びに使用人である弁護士及び外国

法事務弁護士の氏名及び登録番号が定められている（同条第２項。なお，届

出義務の主体は，外国法共同事業に係る弁護士法人及び外国法事務弁護士と

されている。）。  

 

２．本措置は，「１．Ｂ法人の日本法に関する法律事務の取扱いに係る業務執行

権限等」及び「２．社員又は使用人である弁護士に対する不当関与の禁止に

関する規制」の措置（少数意見による場合には，これらの措置に加えて「３．

社員のうちに弁護士である社員の占める割合」の措置）が有効に機能するた

めには，指導・監督権限のある日本弁護士連合会及び所属弁護士会において，

あらかじめ，Ｂ法人の業務運営に係る基礎情報を的確に把握する必要がある

との認識に基づき，同じく法律事務を取扱業務とする法人である弁護士法人

の場合と同様の措置を講ずるものである。  

 

３．なお，少数意見ではあるが，本措置を講ずることに加えて，法律の規定に

より，外国法事務弁護士である社員がＢ法人において議決権を行使すること

について外部の非資格者との契約等により何らかの制約がある場合には，そ

の旨を届け出ること等も義務付けるべきであるとの意見も主張された。  

その理由とするところは，Ｂ法人については，弁護士，弁護士法人，外国

法事務弁護士及びＡ法人の場合とは異なり，①いわゆる外国ローファームに

所属する外国法事務弁護士も社員となり得る点で，外部の非資格者がＢ法人

を実質的に支配するおそれがあること，②法人自体が法律事務の遂行主体と

なる点で，個々の資格者の集合体に過ぎない外国法共同事業の場合と異なり，

外部の非資格者がより直接的にかつ広範囲にわたってＢ法人を支配するおそ

れがあることにかんがみると，日本弁護士連合会及び所属弁護士会において，

あらかじめ，外部の非資格者からの独立性が損なわれるおそれのある事情の

有無を的確に把握しておく必要があるとするものである。  

 

 

 

（注 19） 

 

１．本項は，日本弁護士連合会及び所属弁護士会による監督の実効性を確保す

るためには，日本弁護士連合会及び所属弁護士会において，Ｂ法人の業務運
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営に関する情報を適切に収集し，所要の調査ができるようにすることが必要

不可欠であるとの認識に立った上，その具体的在り方を検討するものである。  

 

２．現行制度においては，弁護士及び外国法事務弁護士に対する指導・監督権

限は日本弁護士連合会及び弁護士会に付与されており（弁護士法第３１条第

１項及び第４５条第２項並びに外弁法第２１条），その具体的在り方について

は，日本弁護士連合会及び弁護士会の自治によって決せられている。  

  外国法共同事業に係る指導・監督については，日本弁護士連合会が外国法

共同事業に関する規程を設けている。同規程では，日本弁護士連合会及び所

属弁護会は，外弁法第４条，第４９条又は第４９条の２の規定に違反する疑

いのあるときは，①外国法共同事業に係る弁護士，弁護士法人又は外国法事

務弁護士に対し，共同事業に関する契約書等の提出を求め，その他必要な調

査をすることができることとされているとともに，②外国法共同事業に係る

弁護士，弁護士法人及び外国法事務弁護士は，当該調査に協力しなければな

らないこととされている（外国法共同事業に関する規程第１５条）。  

 

３．当研究会では，現行の外国法共同事業に係る指導・監督の仕組みそれ自体

については，制度の破綻を来たすような事情が明らかとなっていないことか

ら，有効に機能していると見て差し支えないとの認識に立った上で，Ｂ法人

に対する指導・監督の実効性を確保するためには，基本的に，外国法共同事

業の場合と同様の仕組みを設けることが望ましいとのことで意見の一致を見

た。  

なお，当研究会における検討過程では，外国法共同事業の場合と同様の指

導・監督の仕組みを設けることを前提としつつも，その具体的在り方につい

ては，日本弁護士連合会及び弁護士会においてＢ法人の業態を踏まえて更に

検討することを妨げるものでないとの意見があった。また，Ｂ法人制度の特

質を強調することを支持する委員からも，同様の意見が述べられた。  

 

４．また，当研究会における検討過程では，外国法共同事業に係る指導・監督

の現状をみると，日本弁護士連合会及び所属弁護士会による調査について関

係者の協力を十分に得ることができなかった事例があるなど，運用上の問題

点も少なからず指摘された。  

このような指摘があったことも踏まえ，当研究会は，日本弁護士連合会及

び弁護士会においては，弁護士及び外国法事務弁護士に対する指導・監督権

限が付与された本旨にのっとり，外国法共同事業及びＢ法人に係る指導・監

督の実効性を確保するための方策について，継続的かつ真摯に検討していく

ことを要望するものである。  

 

 


